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前期比(%)

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6
実質GDP 1.1 － 0.6 1.3 － 0.3 0.1 0.8 1.2 1.5 － 0.3

同 　   (年  率) 4.5 － 2.3 5.3 － 1.2 0.2 3.2 4.8 6.0 － 1.3
同　    (前年同期比) 0.9 0.6 1.7 1.5 0.4 2.0 1.6 2.0 － 0.4

内需寄与度　　　　　 (*) 1.1 － 0.1 1.2 0.3 － 0.3 1.1 － 0.6 － 0.3 － 0.3
個人消費 3.0 － 1.0 1.8 － 0.0 0.3 0.6 － 0.6 － 0.5 － 0.1
住宅投資 － 1.0 － 1.2 － 1.8 － 0.1 1.0 0.7 2.0 1.9 0.1
設備投資 0.5 － 0.0 2.0 1.5 － 0.7 1.6 － 1.0 0.0 － 1.0
民間在庫　　　　　 (*) － 0.1 0.6 － 0.2 0.1 － 0.4 0.3 － 0.2 － 0.2 0.0
政府最終消費 － 1.1 0.6 0.5 － 0.1 0.2 0.1 0.0 0.1 － 0.1
公共投資 － 3.1 － 3.9 0.6 1.0 0.1 1.4 0.2 1.2 － 1.0

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.0 － 0.4 0.1 － 0.6 0.3 － 0.3 1.8 1.8 － 0.0
輸出 0.1 1.4 1.9 2.4 1.5 － 3.8 3.1 3.2 － 0.2
輸入 0.3 3.7 1.1 5.5 － 0.1 － 2.3 － 4.4 － 4.3 － 0.1

名目GDP 0.7 0.3 1.1 － 0.9 1.2 2.2 2.7 2.9 － 0.1
同  　  (年  率) 2.7 1.0 4.7 － 3.6 5.0 9.0 11.4 12.0 － 0.6
同 　   (前年同期比) 0.5 1.0 1.4 1.1 1.6 4.0 5.1 5.4 － 0.3

－ 0.3 0.4 － 0.3 － 0.4 1.2 2.0 3.5 3.4 0.1

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質GDPに対する寄与度
(出所)内閣府「四半期別GDP速報」
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経済レポート 
 

2023 年 4～6 月期の GDP（2 次速報）結果 
 

～内需を中心に下方修正されるが、景気判断に変更はない～ 
 

調査部 主席研究員 小林真一郎 

 

9月 8日発表の 2023年 4～6月期の実質 GDP成長率（2次速報）は、前期比＋1.2%（年率換算＋4.8%）と 1 次

速報の同＋1.5%（同＋6.0%）から下方修正された。依然として高い伸びであることに変わりはないが、今回の修正は個人

消費、設備投資、公共投資など内需を中心に下方修正されたものである。見かけほど強い内容ではなく、引き続き景気の

回復ペースは緩やかであると判断される。 

需要項目別に 1 次速報からの修正状況をみていくと、家計関連では、実質個人消費は前期比－0.5%から同－

0.6%に下方修正された。中でも、サービスの下振れ幅が大きく、1 次速報の同＋0.3%から同＋0.1%に下方修正された。

感染症法上の分類が 5 類に変更されたことで、宿泊・飲食サービス、旅客輸送、レジャーといった対面型サービスへの支

出は増加していると思われるが、物価上昇を受けた節約志向の強まりや、財への出費増加のしわ寄せにより、それ以外の

サービス支出が低迷している可能性がある。その他、耐久財（前期比－3.3%→同－2.7%）が上方修正され、被服・身の

回り品などの半耐久財（前期比＋2.8%）が据え置きとなる一方、食料、エネルギー、日用雑貨類などの非耐久財（前期比

－1.9%→同－2.1%）が下方修正されたが、いずれも大きな動きではなかった。 

実質住宅投資は、資材価格の高騰で持家の着工が低迷している一方、貸家が増加基調にあることなどを反映して、3

四半期連続で増加した（前期比＋1.9%を同＋2.0%に上方修正）。 
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企業関連では、1次速報時点で未公表だった法人企業統計調査の 4～6月期の結果が反映され、実質設備投資

は前期比横ばいから同－1.0%に下方修正された。もっとも前期に急増した後であって水準は高く、好調な業績を

背景に、企業の設備投資意欲の強さは維持されている。実質在庫投資の前期比に対する寄与度は－0.2%と修

正されなかった。 

政府部門では、実質政府消費が前期比＋0.1%から同横ばいに、実質公共投資は、6 月の建設総合統計などが反

映された結果、同＋1.2%から同＋0.2%に、いずれも下方修正された。 

また、実質輸出は前期比＋3.2%から同＋3.1%に、実質輸入は同－4.3%から同－4.4%に、いずれも下方修正された

が、外需寄与度への影響は軽微で＋1.8%から修正されなかった。 

名目GDP成長率は、1次速報の前期比＋2.9%（年率換算＋12.0%）から同＋2.7%（同＋11.4%）に下方修正された。

一方、GDPデフレーターは前年同期比＋3.4%から同＋3.5%に上方修正された。 

7～9 月期の成長率は、輸入の反動増を主因として前期比マイナスに転じる可能性が高い。もっとも、今回の高成長の

反動によるものであり、あくまで緩やかな景気回復が続く中でのスピード調整の動きである。個人消費は、夏場のサービス

需要の盛り上がり、自動車販売の増加から前期比プラスに転じる見込みである。また、設備投資や輸出も増加基調が続く

と見込まれ、景気が腰折れする懸念はない。ただし、気がかりなのは物価高のマイナスの影響により、財への支出が抑制

され、個人消費の回復が滞るリスクである。春闘における高賃上げ率の賃金への波及が遅れており、実質賃金も前年比

でマイナスの状態が続いていることも懸念材料である。加えて人手不足による供給制約リスクにも注意が必要であり、特に

今後増加が期待されるインバウンド需要に十分に対応できるかどうか心配される。 
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